
 

 

第12回日本アゼルバイジャン経済合同会議 
 
 

はじめに 

 日本アゼルバイジャン経済委員会は、両国間の貿易・投資振興と経済等協力関係の発展を

目的に1998年に設立された。現地カウンターパートはアゼルバイジャン日本経済協力国家委

員会で、本年４月に、ロフシャン・ナジャフ・アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）総裁が新

議長に任命された。これまで現地側議長は政府閣僚が務めており、企業人が就任するのは初

めてのことである。アゼルバイジャン側新体制のもとで、今回の第12回合同会議は前回から３

年ぶり、日本では約６年ぶりの開催となった。 

日本側からは山田哲也日本アゼルバイジャン経済委員会会長/伊藤忠商事(株)執行役員 

エネルギー・化学品カンパニー エネルギー部門長を筆頭に経済委員会会員企業８社、経済

産業省、外務省、政府関係機関、企業代表者88名、アゼルバイジャン側からはナジャフ・アゼ

ルバイジャン日本経済協力国家委員会議長/SOCAR総裁をはじめ省庁および企業代表者ら

24名が参加し、活発な議論が行われた。また会議の枠内で行われた署名式では、合同会議

議定書とともに、日本とアゼルバイジャンの間で複数の文書が署名された。 

以下、合同会議の概要についてご報告する。 

 

第12回日本アゼルバイジャン経済合同会議 プログラム 

時間 プログラム 

09:30-10:00 レジストレーション 

10:00-10:22 

10:10-10:15 

 

10:15-10:22  

【オープニング・基調報告】 

◆ 山田 哲也 日本アゼルバイジャン経済委員会 会長／伊藤忠商事㈱ 執行役員 

  エネルギー・化学品カンパニー エネルギー部門長 

◇ ロフシャン・ナジャフ アゼルバイジャン日本経済協力国家委員会 議長／ 

   アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR） 総裁 

10:22-10:27  
【来賓挨拶】 

◆ 辻阪 高子 経済産業省 通商政策局 審議官 

10:27-10:58 

10:27-10:34 

 

 

10:34-10:39 

10:39-10:45 

 

10:45-10:54 

10:54-10:58 

【報告第１部：伝統的産業分野における協力の推進】 

◆ 齋藤 茂 ㈱INPEX 欧州・中東事業本部 欧州・中東事業ユニット ジェネラルマネージャー 

 「INPEXのアゼルバイジャンにおける活動：『ACG油田開発・生産プロジェクト』および 

 『人材開発への貢献』」 

◇ ババク・フセイノフ アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR） 副総裁 

◆ 山口 茂 丸紅㈱ イスタンブール支店長 

 「アゼルバイジャンにおける丸紅の紹介」 

◇ エルミル・ムサエフ SOCARグリーン 社長 

◆ 加藤 学 ㈱国際協力銀行（JBIC） エネルギー・ソリューション部 部長 

 「アゼルバイジャン向け支援の実績と今後の展望」 

10:58-11:15 コーヒーブレイク 

11:15-12:05 

11:15-11:24 

 

11:24-11:32 

【報告第２部：新規分野における協力の可能性】 

◆ 芝 和彦 東電設計㈱ 取締役常務執行役員 海外ビジネスユニット長 

「アゼルバイジャンにおける東電設計の挑戦」 

◇ アリ・ジャファロフ アゼルバイジャン投資ホールディング 副CEO 



11:32-11:41 

11:41-11:47 

11:47-11:54 

 

 

11:54-12:01 

12:01-12:05 

◆ 中司 篤彦 大陸貿易㈱ 常務取締役 営業本部長 

「CIS諸国とともに60年」 

◇ ヴガル・ミルザザーデ アゼルバイジャン運輸・通信ホールディング（AZCON） 副専務理事 

◆ 浅元 薫哉 （独）日本貿易振興機構（ジェトロ） 企画部 海外地域戦略主幹 

（ロシア・中央アジア・コーカサス） 

「アゼルバイジャンとのビジネス機会創出のためのジェトロの役割について」 

◇ ユシフ・アブドゥラエフ アゼルバイジャン輸出・投資促進機構（AZPROMO） 専務理事 

【総括コメント】 

黒石 邦典 日本アゼルバイジャン経済委員会 副会長／丸紅㈱ 顧問 

12:05-12:15 

12:05-12:10 

 

12:10-12:15  

【議長総括／閉会挨拶】 

◆ 山田 哲也 日本アゼルバイジャン経済委員会 会長／伊藤忠商事㈱ 執行役員 

  エネルギー・化学品カンパニー エネルギー部門長 

◇ ロフシャン・ナジャフ アゼルバイジャン日本経済協力国家委員会 議長／ 

   アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR） 総裁 

12:15-12:30 
【署名式】 

第12回合同会議議定書、他 

12:30-14:00 日本側主催ランチョン・レセプション 

 
オープニング・基調報告 
第12回日本アゼルバイジャン経済合同会議

は、日本側議長を務める山田日本アゼルバイジ

ャン経済委員会会長（以下、山田会長）および

アゼルバイジャン側議長を務めるナジャフ・ア

ゼルバイジャン日本経済協力国家委員会議長

（以下、ナジャフ議長）の開会挨拶および基調

報告で幕を開けた。以下では両議長の基調報告

の概要を紹介する。 
 

山田会長 基調報告 

 日本とアゼルバイジャンの良好な関係 まず、

日本とアゼルバイジャンの関係の現状につい

て。両国の関係は経済、政治、文化、学術など

あらゆる分野で非常に緊密である。とりわけ、

2025年は日本で大阪・関西万博が開催されてお

り、今回の万博開催地としてアゼルバイジャン

の首都バクーも立候補していたが、大阪での開

催決定以降、アゼルバイジャンには開催に向け、

積極的にご支援、ご協力いただいた。そして、

６月５日のアゼルバイジャン・ナショナルデー

には、前任の会長がご招待いただき、お祝いさ

せていただいた。アゼルバイジャンのパビリオ

ンはひときわ美しく、来場者は貴国の歴史、伝

統、多様な文化を身近に感じ、理解を深めた。 

 また、各種報道によると、現在、アゼルバイ

ジャンにおいて、日本の人気テレビドラマ

『VIVANT』の続編が撮影されている（2026年
夏放送予定）。ともに長い歴史を誇る国同士、

国民同士の理解、文化的な交流、および経済交

流がこれによりいっそう深まることを切に期

待する。 
 
 二国間の経済関係の状況と課題 次に、日本

とアゼルバイジャンの貿易について、2024年の

貿易総額は8,170万ドルで、日本からの輸出が

6,670万ドル、アゼルバイジャンからの輸入が

1,510万ドルで日本の輸出超過となった。さら

に最新の2025年１～７月までの貿易も前年の

傾向を引き継いでおり、総額は3,910万ドル、日

本からの輸出が3,130万ドル、輸入額は780万ド

ルとなっている。 
 日本からアゼルバイジャンへの主な輸出品

は鋼管、自動車、タイヤで、鋼管が約７割を占

めており、日本のアゼルバイジャンからの主な

輸入品は、アルミニウム、天然黒鉛、果実で、



 

 

９割をアルミニウムが占めている。 
 貿易の多角化が両国の経済関係の重要な課

題の１つとなっているが、今日、日本企業はア

ゼルバイジャンにおいて航空運輸、食品加工に

携わるほか、太陽光発電、水素、アンモニア事

業などの脱炭素に向けた新しいビジネス分野

に取り組んでいる。 
 前回の合同会議において、日本とアゼルバイ

ジャンの間では二国間クレジット制度（JCM）

の構築に関する協力覚書の署名が行われ、同制

度を通じた脱炭素に向けた取り組みも実現が

期待されている。こうした新分野の開拓が経済

発展を後押しすることは言うまでもなく、さら

に2022年12月、日本とアゼルバイジャン両政府

は租税条約を締結したので、今後、両国の投資・

経済交流がより促進されることを期待してい

る。 
 
 新たな輸送回廊ハブとしてのアゼルバイジャン

の重要性 また、ロシアによるウクライナ侵攻

以降、日本では「中央回廊」への関心が高まっ

ている。新しい物流ルートの開発は、日本とア

ゼルバイジャンの新たなビジネスにつながる

ことは言うまでもない。この観点から、2025年
８月８日、アゼルバイジャンのイルハム・アリ

エフ大統領とアルメニアのニコル・パシニャン

首相が、米国のトランプ大統領の立ち会いのも

と、和平実現に向けた共同宣言に署名したこと

は、大変歓迎すべきである。両国間の和平条約

が早期に署名され、コーカサス地域に真の平和

と安定が恒久的に訪れることを願っている。 
 
 伊藤忠商事のアゼルバイジャンでの活動の成果

と今後の展望 最後に、私の所属する伊藤忠商

事のアゼルバイジャンにおける活動について

紹介する。弊社は、1996年にアゼルバイジャン

最大の石油生産プロジェクトであるアゼリ・チ

ラグ・ギュネシリ（ACG）鉱区開発に、そして

2002年よりその生産原油をアゼルバイジャン

からジョージア経由トルコのジェイハンに運

ぶBTCパイプラインプロジェクトに参画して

いる。BPをオペレーターとして安定的に石油

が生産され、またBTCパイプラインにより、地

政学的リスクに左右されることなく、トルコの

ジェイハンを積み出し港として原油の出荷、販

売ができている。 
 アゼルバイジャンでは、新しい石油・ガス生

産開発を推進する一方で、19世紀の中頃から始

まった石油生産事業において、主に陸上で、古

い井戸に残された油が存在することもわかっ

ており、その油を回収するEORプロジェクトに

ついて、弊社の石油開発技術子会社である伊藤

忠石油開発（CIECO）が、JOGMECの支援を受

けて、この数年、技術検討をSOCARと共同で進

めている。アゼルバイジャンの国策の中核であ

り、最大の基幹産業である石油・ガス事業にお

いて、今後も貢献したい。 
 また、石油・ガス事業に関連しては、SOCAR
がトルコにて展開するStar製油所建設案件に

ついて、日本政府／JBIC、本邦および外銀ファ

イナンスを取りまとめ、建設を履行した。今後

のSOCARの事業拡大、新規プロジェクトにお

いても、投資、ファイナンスアレンジ、EPCの
機能を活用し、ニーズに応じた貢献をしたいと

考えている。 
 次に、アゼルバイジャンにおける都市インフ

ラ関連の事業について、過去には、交通システ

ム分野の環境改善策として、弊社の関連する車

両メーカーで生産する低公害のバス車両など

をアゼルバイジャン向けに販売した実績もあ

る。弊社は、水や廃棄物といった水・環境イン

フラビジネスをインフラコア事業の１つとし

ており、海水を淡水化し飲料水とする事業や、

下水事業、廃棄物を環境に配慮した形で焼却処

理しクリーンエネルギーを提供する事業など

の開発・投資・運営を、欧州・中東といった国々



を中心に展開している。230万人以上の人口を

抱える首都バクーをはじめ、アゼルバイジャン

においても、水、廃棄物を中心とした都市環境

問題への対応は喫緊の課題と認識しており、今

後これらの事業を通じた貢献もぜひ検討した

いと考えている。 
 
ナジャフ議長 基調報告 

 アゼルバイジャンと日本の経済協力関係とさら

なる投資の可能性 2024年のアゼルバイジャ

ンと日本との貿易額は４億2,800万ドルに達し、

その大部分は日本からの輸入によるものであ

った。アゼルバイジャン産品の輸出ポテンシャ

ルは拡大を続けており、今後、日本への輸出額

が増加すると期待している。 
 日本との協力は、様々な分野で着実に拡大し

ている。日本はアゼルバイジャンにとって主要

投資国の１つであり、これまでの投資額は90億
ドル以上。現在は主にエネルギー分野に集中し

ているが、まだ投資のポテンシャルが残ってい

ると考えている。 
 アゼルバイジャンは、産業、化学・石油化学

製品生産、エネルギー（グリーンエネルギー含

む）、農業、インフラ、通信、高度技術といっ

た幅広い分野で投資機会を提供している。アゼ

ルバイジャンの投資環境は、外国企業が成功裏

に展開するための枠組みを備えている。 
 現在、アゼルバイジャンは地域経済のハブと

して台頭しつつある。「中央回廊」の発展に加

え、バクー国際海洋貿易港、アラート自由経済

区、鉄道、その他の物流施設といった近代的イ

ンフラが国内に整備され、アゼルバイジャンの

中継国としての重要性は高まっている。この観

点から、日本企業には、アラート自由経済区や

インダストリアル・パークを含む幅広い協力の

可能性を探求していただきたい。我々は、協力

を通じて新たな投資の道を切り開けると確信

している。 

 アゼルバイジャンは、解放された領土の復興

と再建を急速に進めている。現在、同地域では

共存と相互理解を築くための歴史的な機会を

迎えている。かつて荒廃していたこれらの地域

には新たな企業が開業し、産業施設が稼働し、

インフラの大規模な再建が行われ、再生しつつ

ある。地域には生活が戻り、希望と機会が再び

芽生えている。これらの地域は、豊かな天然資

源、インフラ、そして企業に対する魅力的な国

家の優遇措置によって、有望な投資先となって

いる。この機会を活かし、日本企業に、カラバ

フおよび東ザンゲズール地域での投資の可能

性をご検討いただきたい。 
 
 エネルギー協力の伝統と最新の傾向 エネル

ギー協力は、二国間経済関係の中心にあり続け

ている。伊藤忠商事とINPEXは、ACG鉱区およ

びBTCパイプラインといったアゼルバイジャ

ンの主要な石油・ガス事業における重要なパー

トナーある。これは、エネルギー分野における

両国の長年にわたる信頼に基づく協力関係を

証明するもので、アゼルバイジャンの石油・ガ

ス分野の発展への貢献に心から感謝と敬意を

表する。 
 アゼルバイジャンは、地域における主要エネ

ルギー供給国としての役割を拡大し続けてい

る。トルコ、ジョージア、イタリア、ブルガリ

ア、セルビア、その他の欧州諸国といった従来

の供給先に加え、SOCARは2025年８月よりシ

リアへのガス供給も開始した。また、アゼルバ

イジャンがエネルギー転換プログラムを進展

させていることも重要である。主要なエネルギ

ー企業とパートナーシップを構築し、アゼルバ

イジャン国内で太陽光・風力発電プロジェクト

を開始した。 
 2024年、アゼルバイジャンはCOP29をバクー

で成功裏に開催する栄誉を得た。日本代表団の

参加に心より感謝申し上げるとともに、会議に



 

 

対する日本の貴重なご支援と貢献に深く感謝

する。エネルギー転換、気候変動、脱炭素の分

野における日本企業との協力は進展している。

このパートナーシップの主な目標は、エネルギ

ー転換の加速、CO2排出の削減、そしてイノベ

ーションおよび技術開発の促進に焦点を当て

た共同イニシアティブを推進していくことだ。 
 
 ＪＣＭを活用した協力の可能性 2022年、アゼ

ルバイジャン政府と日本政府は、二国間クレジ

ット制度（JCM）に関する協力覚を締結し、気

候変動分野の協力において重要な一歩を刻ん

だ。JCMはアゼルバイジャンにおいて実行可能

な低炭素プロジェクトを開発するための体系

的なプラットフォームとなる。その明確な方法

論とルールは、透明性、検証、資金調達へのア

クセスを支え、すべてのパートナーに信頼をも

たらす。我々はこの制度の迅速な展開のために

必要なあらゆる支援を提供する用意がある。 
 アゼルバイジャン国内では、すでにサンガチ

ャル・ターミナル電化プロジェクト（STEL）
という注目度の高いプロジェクトが実施され

ており、日本における購入希望者も存在してい

る。この案件は同制度を活用した最初の候補と

なり得る。さらに、CO2排出削減を加速するた

めに、同制度にメタン削減プロジェクトを含め

ることを提案したいと考えている。加えて、制

度を2030年以降も延長することで、より強固な

プロジェクトのパイプラインを確保し、CO2排
出削減の取り組みに必要な長期投資を呼び込

むことができると信じている。 
 技術革新はエネルギー転換と同じくらい重

要で、経済と社会のあらゆる分野において、同

等に推進されなければならない。我々は、経済

におけるデジタル技術と革新的なソリューシ

ョンの適用・統合を推進している。日本のハイ

テク企業と協力してデジタル能力を強化し、こ

の可能性を拡大していく用意がある。 

辻阪高子 経済産業省審議官 来賓挨拶 

 日本とアゼルバイジャン共和国は、1992年の

外交関係樹立以降、資源・インフラ分野を中心

に経済協力を進めてきた。 
 資源分野では、INPEXと伊藤忠商事が、ACG
油田事業への参画を通じ、長年にわたり両国の

良好な関係の構築に大きく寄与し、INPEXは、

SOCARの若手技術者育成にも取り組んでいる。 
 国際情勢が大きく動く中、豊富な石油・天然

ガス等の資源を有するアゼルバイジャンが、世

界のエネルギー安全保障の確保の上で果たす

役割は大きく、本事業への期待もますます高ま

っていると考える。 
 さらに、アゼルバイジャンにおいては採掘し

た化石燃料の加工による高付加価値化、産業の

多角化を志向していると伺っており、今後、石

油化学分野に強みを有する日本企業との協力

案件が組成されることを期待している。 
 また、アゼルバイジャンが2024年にCOP29の
議長国を務められたことに改めて敬意を表す。

日本としてもCOP29の成果を踏まえ、気候変動

対策分野の協力を深化していきたい。 
 その具体化に際して、二国間クレジット制度

（JCM）の活用が重要である。両政府が参加す

る「合同委員会」の立ち上げに向け、アゼルバ

イジャン政府によるルールの早期承認を期待

している。日本企業はSOCAR等と具体案件の

検討を進めており、早期のJCM第１号案件が組

成されることを期待している。 
 他にも、再生可能エネルギーや運輸・ロジス

ティクスといった新たな分野で具体的な協力

案件が組成され始めている。本日は幅広い分野

での協力の可能性を議論いただきたい。 
 
報告：第１部 
第１部では「伝統的産業分野における協力の

推進」をテーマにセッションでは日本側より３

名、アゼルバイジャン側より２名が報告した。 



最初に日本側より、日本側より齋藤・（株）

INPEX欧州・中東事業本部欧州・中東事業ユニ

ット・ジェネラルマネージャーが「INPEXのア

ゼルバイジャンにおける活動『ACG油田開発・

生産プロジェクト』および『人材開発への貢献』」

と題して報告を行った。アゼルバイジャンの

ACGプロジェクトは、INPEXグループのグロ

ーバルポートフォリオにおける重要なプロジ

ェクトの１つである。1997年より商業生産を開

始し、2025年５月に累計生産量45億バレルを達

成。2017年に権益期間が25年間延長され、半世

紀を超える長期プロジェクトとなった。同プロ

ジェクトへのINPEXの累計投資額は約80億ド

ルと、日本企業の対アゼルバイジャン投資とし

ては有数のものとなっている。またSOCARの
若手エンジニアを対象とした人材開発につい

て、早稲田大学との協力による日本への招聘研

修、また、バクーでの短期講座等について紹介

した。研修にはこれまで累計約160名が受講し

ており、SOCARマネジメントより高い評価を

得て、アゼルバイジャンの将来を担う若手エン

ジニアの人材育成に貢献している。また、開発

対象油層からの回収率最大化を目指し、深部ガ

ス層の開発にも力を入れており、2025年に陸上

の石油処理施設であるサンガチャル・ターミナ

ルの電化プロジェクトへの投資意思決定を行

ったこと、年間30万ｔのCO2排出削減を目指す

ことを発表した。 
次に、アゼルバイジャン側よりフセイノフ

SOCAR副総裁が同社のアゼルバイジャンにお

ける日本企業との協力について報告した。まず、

前述のINPEXの研修と人材開発を挙げ、その取

り組みに感謝した。また、伊藤忠商事について、

ACGの権益保有者として、EORの分野で研修

を提供していることにも触れ、その成果が現実

のものなっていると述べた。次にこれまでの主

なマイルストーンについて、2010年のチラグ鉱

床開発、2017年のACGのPSA延長、2019年の

ACE（Azeri Central East）プラットフォームの

投資承認、2024年の非随伴ガス（NAG）プロジ

ェクトの始動とこれに伴うPSAの改正を挙げ、

ACG鉱区は大きな潜在力があり、尽きること

なく恵みを与え続ける贈り物であると紹介し

た。既存の開発に留まらず、将来的に多くの開

発が進むことを期待していると述べた。 
次に山口・丸紅㈱イスタンブール支店長が

「アゼルバイジャンにおける丸紅の紹介」と題

して、トルコの事業会社を通じたアゼルバイジ

ャンでの活動を紹介した。トルコに本拠を置く

建設機械等のディストリビューターである

Marubeni Dagitim ve Servis（MDS）が2006年か

ら現地のサブディーラーを起用し、アゼルバイ

ジャンでコマツの建機などを扱っていたが、

2025年９月末にバクーオフィスを開設するこ

とになったと発表した。また、同じくトルコに

本拠を置くSaide Tekstilは独自デザインの衣服

をトルコ国内で製造し、SPAに販売している繊

維企業だが、トルコ国内での製造コストが上昇

しているため、国外からの調達や製造を開始し

ており、その観点からアゼルバイジャンの繊維

産業にも注目し、素材や製品調達の検討を行っ

ているという。また、日本とトルコの合弁会社

の日清製粉トルコがトルコ産小麦で製造した

製品を日本に輸出しているが、近隣諸国にも輸

出する予定で、アゼルバイジャンへ進出するに

あたり輸出パートナーを探していると述べた。 
 続いてムサエフSOCARグリーン社長が、ア

ゼルバイジャンにおけるGXの主な取り組みと

それを推進するSOCARのビジョンについて報

告を行った。アゼルバイジャンは「2050年まで

に温室効果ガス排出量を40％削減すること」と

「2030年までに発電量に占める再生可能エネ

ルギー比率を30％にする」という明確な国家目

標を掲げており、すでに今後２年以内に稼働が

見込まれる10件以上の太陽光・風力発電の新規

プロジェクトがあると説明した。同国エネルギ



 

 

ー省は2027年までに再エネ分野に27億ドルの

投資を計画しており、2027年には再エネ比率

34％、2035年には42.5％に到達する見込みであ

る。そうした中でSOCARグリーンは2024年３

月に、SOCARの再エネ事業を主導する専用組

織として設立された。現在、Masdar社や中国パ

ートナーと協力して、1.7GW超の再エネプロジ

ェクトを開発中である。SOCARグリーンは地

熱発電、グリーン水素、グリーンアンモニアな

どのプロジェクトも検討しており、再エネだけ

でなく、これらの産業で日本企業との連携の可

能性に期待していると述べた。 
第１部の最後は、加藤・㈱国際協力銀行

（JBIC）エネルギー・ソリューション部部長が、

「アゼルバイジャン向け支援の実績と今後の

展望」と題する報告をした。JBICはファイナン

ス面からSOCARのカスピ海ACG鉱区開発など

を支援してきた実績があると同時に、2023年５

月には脱炭素分野における協力推進等を目的

とする業務協力協定をSOCARとの間で締結し、

2024年11月にはSOCARとグリーンファイナン

スに係るHeads of Agreement（HOA）にも合意

した。アゼルバイジャンの脱炭素の取り組みに

協力し、アゼルバイジャン、SOCAR、SOCAR
グリーンと日本企業が協働するプロジェクト

をファイナンス面から支援する意向を示した。 
 

報告：第２部 
 コーヒーブレイクを挟んで行われた第２部

では、日本側、アゼルバイジャン側ともに３名

ずつが報告し、最後に黒石邦典日本アゼルバイ

ジャン経済委員会 副会長／丸紅㈱顧問が総括

コメントをした。 
第２部の最初は日本側より芝・東電設計（株）

取締役常務執行役員海外ビジネスユニット長

が「アゼルバイジャンにおける東電設計の挑戦」

と題する報告を行った。アゼルバイジャンにお

いて東電設計は、「火力発電所を中心とするエ

ンジニアリングサービス」と「電力システムに

関する調査・計画」に取り組み、現在は配電公

社アゼルイシクの社員のマネジメント力、課題

解決力を向上するプログラムを実施している。

また、2021年に同国エネルギー省からの依頼で

グリーンエナジーゾーン（GEZ）のコンセプト

とマスタープランの策定を行い、日本の省エネ

技術を備えたスマートビルディング等で構成

される「スマートエナジータウン」の提案など

も行ったという。現在はこのGEZで行われてい

るモニタリング調査に参加している。またアゼ

ルバイジャンの電力部門が抱える課題として、

①電力需要の伸びに応じた最新鋭の火力発電

所の建設、②再エネ導入拡大、③電力系統の強

化、④GEZ、⑤将来的な課題としてのデータセ

ンター立国、を挙げ、これらの課題解決に貢献

していきたいとの意欲を語った。 
続いて、ジャファロフ・アゼルバイジャン投

資ホールディング（AIH）副CEOが2020年に設

立されたばかりのAIHを紹介した。同社は

OECDと連携して、コーポレートガバナンス基

準やベストプラクティスを導入し、ポートフォ

リオ企業において複数の改革プログラムを実

施してきた。AIHのポートフォリオには、エネ

ルギー・天然資源、公共事業、金融、鉱工業分

野の企業が含まれており、総資産は合計510億
ドルにのぼるという。最大企業SOCARの他、ア

ゼル・ゴールド、アゼル・コットン、アゼル・

アルミニウムなどが実施している投資プロジ

ェクトについて紹介した。また、現在は資産運

用から投資へと関心が移行しており、カザフス

タンの国家福祉基金「サムルク・カズィナ」や

アブダビ開発ホールディングカンパニー

（ADQ）などと共同投資ファンドを設立し、ポ

ートフォリオ企業におけるグリーンプロジェ

クトへの投資や国内外の新しい企業への投資

を検討していると説明した。 
 続いて、日本側より中司・大陸貿易㈱常務取



締役営業本部長が「CIS諸国とともに60年」と

題する報告を行い、2025年で創業60周年を迎え

た同社が一貫して行ってきたロシア・旧ソ連、

CIS諸国とのビジネスを紹介した。ロシアの丸

太の輸入に始まり、日ソ合弁第１号「イギルマ

大陸」の設立、ロシア・イルクーツク州での日

本式製材工場稼働、モスクワ駐在事務所設置、

日本製品の輸出などを紹介した。同社は2022年
以降、ビジネスの相手をロシアから中央アジ

ア・コーカサスへと大きく舵を切ったという。

かつてモスクワを通じて理研のガス探知器を

アゼルバイジャンを含む旧ソ連諸国に輸出し

ていた実績があり、再びアゼルバイジャンに納

入できることへの期待を表明した。 
 次にミルザザーデ・アゼルバイジャン運輸・

通信ホールディング（AZCON）副専務理事が

報告した。AZCONは2024年11月、①運輸・通

信分野に属する企業の効率性と競争力向上、②

国家財政強化のための主要分野の開発、③将来

的な民営化に向けた制度基盤整備、を目的に設

立された。アゼルバイジャン航空、アゼルバイ

ジャン鉄道、バクー地下鉄、アズテレコム、ア

ゼルバイジャン郵便など、運輸・通信分野の12
の主要企業を統括している。ミルザザーデ副専

務理事は、物流分野で日本との協力拡大に大き

な可能性があるとの考えを述べ、特に中央回廊

への日本の物流企業の参加を呼び掛けた。また、

現在進められているザンゲズール回廊の開通

に向けて、2027年までに20億ドルの投資が見込

まれており、開通すると年間最大1,500万ｔの

輸送能力増強が可能となると述べ、日本企業を

含むアジアの国々に新たなビジネスチャンス

が生まれることを強調した。 
 続いて浅元・ジェトロ企画部海外地域戦略主

幹が「アゼルバイジャンとのビジネス機会創出

のためのジェトロの役割について」と題し、同

国におけるジェトロの取り組みについて報告

した。近年、アゼルバイジャンの地政学的重要

性が高まっており、物流やエネルギー資源に関

するコネクティビティ強化や、再生可能エネル

ギー導入の動きについて、発信しているという。

また、2024年５月にバクーで開催された食品見

本市「Interfood」に出展し、日本食品のサンプ

ルを展示した事例を挙げて、今後の日本食品の

輸出先の新しいマーケットとして注目してい

るとの見解を示した。さらに2025年３月にはア

ゼルバイジャンのビジネス環境を紹介するウ

ェビナーを行い、アゼルバイジャンの消費市場

にも関心があるとのコメントが多く寄せられ

たことを受けて、今後、同国の消費市場に関す

る情報収集、有力バイヤーの発掘に取り組んで

いきたいと意欲を語った。 
 アゼルバイジャン側最後の報告として、アブ

ドゥラエフ・アゼルバイジャン輸出・投資促進

機構（AZPROMO）専務理事がアゼルバイジャ

ン経済の概要と投資機会について報告した。近

年のアゼルバイジャン経済は好調で、2024年時

点のGDPは743億ドル、非石油部門のGDPに占

める割合は68％と経済の多角化でも一定の成

果を上げている。1995年から2024年までのFDI
は総額1,214億ドルに達し、非FDIはほぼ210億
ドルにのぼるという。アゼルバイジャンは複数

の国際輸送回廊が交差する交通の要衝にあり、

特に２万㎞以上の高速道路、バクー・トビリシ・

カルス鉄道、９つの国際空港、バクー国際海洋

貿易港、アラート自由経済区等で形成される中

央回廊は、効率化された国境・税関手続きによ

り、欧州～アジア間で信頼性の高い定期的なア

クセスを提供できる。また、国内に複数設置さ

れているインダストリアル・パークでは、投資

誘致のために法人税、資産税、土地税、輸入機

械・設備にかかる付加価値税（VAT）、関税等の

10年間にわたる税制優遇措置が設けられてお

り、さらに開放地域内のパークでは追加的優遇

措置も期待できるという。これら地域における

投資プロジェクトを紹介、また貿易面では日本



 

 

向けの農産物、アルミニウム輸出拡大への意欲

を表明し、今後、日本との共同プロジェクトの

増加を確信していると締めくくった。 
 最後に黒石・日本アゼルバイジャン経済委員

会副会長／丸紅㈱顧問が総括コメントを述べ

た。日本とアゼルバイジャンは1992年の国交樹

立以来、エネルギー、インフラ、人材育成・交

流・開発など様々な分野で関係を深めてきたが、

これら既存分野に加えて、報告で紹介があった

グリーン関連、ロジスティクス、食品など新た

な分野で、官民一体となって段階的に協力を推

進し、両国関係を強化していくことが重要との

見解を述べた。また、「友好ではあるけれども

距離がある」という関係から「実益のある戦略

パートナー」へ両国の関係を格上げしていくこ

とを目指して、今後も今回のような対話を続け

ていくことが重要であるとコメントを結んだ。 
 
閉会挨拶 
 全ての報告を終え、両議長が総括と閉会挨拶

を行った。山田会長は、多数の参加者のもとで

資源・エネルギー分野において確固たる協力関

係が築かれていることを確認できたことに加

え、運輸、繊維、鉱業、通信、中小ビジネスな

どの新規事業分野における協力関係の可能性

について、活発な意見交換をすることができ、

たいへん有意義な会議になった。日本企業とし

て、民間企業が参入可能な案件については、実

際のビジネスに結びつくよう積極的に努力し

ていくと述べた。続いてナジャフ議長は、第12
回合同会議とそれに続く議論が、両国の経済協

力を新たな段階へと引き上げ、両国企業の結び

つきをさらに強化するとの確信を述べ、今後、

この協力をさらに拡大し、両国に利益をもたら

す豊かな未来を築いていくことへの期待を表

明した。 
 

 

署名式 
 最後に、合同会議議定書を含む協力文書の署

名が行われた。以下にその一覧を示す。 
 
第12回日本アゼルバイジャン経済合同会議にて

署名された文書一覧（当日署名順） 

１．第12回日本アゼルバイジャン経済合同会議

議定書 
山田 哲也 日本アゼルバイジャン経済委

員会会長／伊藤忠商事株式会社執行役員、

エネルギー・化学品カンパニー エネルギー

部門長 
R.ナジャフ アゼルバイジャン日本経済協

力国家委員会議長／アゼルバイジャン国営

石油会社（SOCAR）総裁 
 

２．一般社団法人ROTOBOとアゼルバイジャ

ン輸出・投資促進機構（AZPROMO）の間の相

互協力覚書 
鈴木 恭一 （一社）ROTOBO 専務理事 
Yu.アブドゥラエフ アゼルバイジャン輸

出・投資促進機構（AZPROMO） 専務理事 
 
３．一般社団法人ROTOBOとアゼルバイジャ

ン共和国起業家連盟（ASK）の間の相互協力覚

書 
鈴木 恭一 （一社）ROTOBO 専務理事 
M.ムサエフ アゼルバイジャン共和国起

業家連盟（ASK）会長 
 
４．４. 大陸貿易株式会社とアゼルバイジャ

ン共和国起業家連盟（ASK）の間の相互理解覚

書 
中司 篤彦 大陸貿易株式会社 常務取締役 
営業本部長 
M.ムサエフ アゼルバイジャン共和国起

業家連盟（ASK）会長 
 



おわりに 
第12回日本アゼルバイジャン経済合同会議

は、盛況のうちに幕を閉じた。この場をお借り

し、本会議の開催に当たりご協力いただいた両

国の関係各位と多数ご参加いただいた参加者

の皆様に、事務局から心より感謝申し上げる。 
（構成：中馬 瑞貴） 
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